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１　府庁DX
(1)　システム種別タスクフォース
システム最適化の対象となりうる135システムのうち、相当程度の課題を有するシステムに　ついて４つのWGを設置し、更新に向けて各部局間で情報共有や対策の検討を行った。
○タスクフォース開催概要
	回
	開催日
	会議概要

	第１回
	R５.８.24(木)
	各WGの概要、スケジュールを提示

	第２回
	R６.１.12(金)
	各WGの検討状況と各WGの検討から見えてきた課題を共有

	第３回
	R６.３.21(木)
	各WGの検討結果等を共有


○WG参加所属
	WG
	参加所属
	システム移行時期

	総務事務
システム
	総務サービス課、企画厚生課、人事課、総務委託物品課、会計総務課、教職員人事課、福利課、学校総務サービス課
	R10.１

	税務情報
システム
	税政課(システム、総務、人事、税務企画)、徴税対策課(各税目担当)
	R12.１

	許認可
システム
	生活衛生室環境衛生課、事業管理室事業企画課、危機管理室消防保安課
	R８～

	デジタル化
	府民文化総務課、事業調整室事業企画課、交通戦略室交通計画課
	-


※行政DX企画課、行政DX推進課が事務局として参加。
  (2)　システムカルテの整備
令和４年度に整備したシステムカルテの時点修正や令和４年度決算・令和５年度予算の確認を実施した。
  (3)　ハードウェアの集約及びソフトウェアの見直し

システムカルテの内容を踏まえ、情報システムの最適化(ハードウェア集約、ソフトウェアの見直し及び運用の一元化)対象のシステムを整理した。最適化対象システムの所管課に対し、令和５年７月中旬から８月上旬にかけて、再度ヒアリングを実施した。システムの課題や国の動き等、最新の動向を確認しつつ、システム最適化の方向性や実施スケジュールについて確認を行った。
  (4)　業務のICT化
庁内ICT化を促進し、業務効率の改善を図るため、各部局の業務に係るICT化の意向調査を実施した（回答：16部局、186業務）。業務内容についてヒアリング等を行い、課題解決に必要なツール活用研修の実施やデジタル技術の導入サポート・助言、提案、システム構築支援等を行った。
  (5)　部局支援
以下をはじめ、部局への技術的な助言や事業者打合せへの参加等、伴走支援を実施した。
・生活保護システム及び児童扶養手当システムの標準化対応
・療育手帳システムの構築（住民サービス向上タスクフォースからの継続支援）
・社会福祉施設等物価高騰対策一時支援事業に係る委託業務仕様書確認
・万博推進局給与関係事務改善　　　等

  (6)　IT事業の推進
各部局等が行うIT事業を技術面、調達面から支援するため、部局担当窓口の設置やシステム調達仕様書の確認をするなど、各部局等がIT事業を計画的・効率的に推進できるよう取り組んだ。

○　部局担当窓口

部局担当窓口を設置し、各部局等のIT事業に関する相談や予算確認などを実施した。

・相談件数
 　 21件

・予算確認件数
　 202件

○　仕様書確認

契約局の審査会案件（予定価格が３千万円以上の物品調達案件及び委託役務業務（リースを含む））に該当する各部局等のシステム調達仕様書について、より適正な調達となるよう仕様の見直し等を指導した。

・仕様書確認件数 　12件
  (7)　他都道府県との連絡調整
　  他都道府県とのIT事業に関する意見交換のため、以下の会議に参加した。

・全国都道府県情報管理主管課長会議　　　　　　　　　２回（春季、秋季実地開催）

・近畿ブロック情報管理主管課長会議・担当者会議　　　２回（オンライン開催）
２　DX人材の育成
(1)　DX研修
府庁のDX推進を牽引できる人材を育成することを目的に、現場の課題をDXで解決していく体験を通じて、DXの考え方や進め方を学ぶワークショップ型研修を実施した（参加人数：５日程 合計121名 (27班)）。
  (2)　情報システムに関する基礎研修
情報システムの運用やシステムの企画、ガバナンスを担当する職員に必要な基礎知識を学習してもらうため、情報システムに関する基礎研修を実施した（参加人数：約20名）。
  (3)　システムの要件定義に関する研修
　　システムの機能を設計する前工程としてユーザーがシステムに求める要件を整理・確定する工程である「要件定義」について学習してもらうため、システムの要件定義に関する研修を実施した（参加人数：約30名）。
監理グループ

１　情報セキュリティ対策
  (1)　セキュリティ研修
  以下のとおり情報セキュリティに係る研修を行った。
・新規採用職員への情報セキュリティ研修（※動画配信）（446名）
・個人情報適正管理研修における情報セキュリティ研修〔府政情報室と共催〕（※資料掲載）
・おでかけ情報セキュリティ研修　（４部局、163名以上）
・情報セキュリティに関する理解度チェック（２回、6,677名）

  (2)　標的型攻撃（不審）メール対応訓練
標的型攻撃（不審）メールに対する職員の意識を向上させることにより、同攻撃による「被害の予防及び拡大防止」を図ることを目的として、職員に対して訓練用の標的型攻撃メールを送付し、添付ファイルの開封状況、不審メール通報窓口への通報状況を確認した。
・令和５年度実績：（令和５年８月）約230名に送付し、約3.9%が開封

  (3)　ウェブ感染型マルウェア検知
府等が管理するウェブサイトについて、改ざんやマルウェアが埋め込まれていないか定期的に監視した。（監視対象　170件）
  (4)　ホームページレスポンス観測
府等が管理するウェブサイトについて、レスポンスの変化（応答までの時間の変化）を観測した。（監視対象　94件）
  (5)　サイバー攻撃検知
登録されたネットワークから発生する不審な通信の有無を監視した。（監視対象　97件）

(6) 「情報セキュリティに関する基本要綱」の改正
大阪府の情報セキュリティポリシーである「情報セキュリティに関する基本要綱」等、情報セキュリティ対策に関する各種規定について、総務省ガイドラインの改訂状況や情報セキュリティ等を取り巻く状況を踏まえ、随時見直しを行っている。
「大阪府個人情報保護条例」が「大阪府個人情報の保護に関する法律施行条例」に全部改正されたことに伴い、令和５年４月１日に「情報セキュリティに関する基本要綱」を改正した。
また、「大阪府庁版テレワーク実施マニュアル」の策定に伴い、令和５年11月30日に通知を発出し、職員端末機の持ち出しにおける必要な手続について周知した。

(7)　記憶装置を含む機器の廃棄状況の確認

各所属が独自で調達した記憶装置を含む機器について、直近の廃棄予定の把握や前年度に廃棄した機器の廃棄証明書類のコピーを徴収し各所属において適切に廃棄されていることの確認を行った。
(8)　情報システムにおける情報セキュリティ対策の自己点検
各情報システムにおいて「情報セキュリティに関する基本要綱」が遵守されているか確認するための自己点検を実施した。実施にあたっては、設問の作成や集計・分析、結果に基づく情報セキュリティ研修及び個別ヒアリング（アドバイス）について外部監査法人に業務委託を行った。
(9)　情報システムにおけるプラットフォーム診断（脆弱性診断）
サイバー攻撃による庁内ネットワークへの侵入を未然に防ぐため、庁内ネットワークからインターネットに接続しているグローバルIPアドレスを持つ情報システムを対象に、システムを構成するサーバやネットワーク機器等にサイバー攻撃に悪用される脆弱性がないかを診断し、脆弱性への対応策を各所管課へ提示した。
２　マイナンバー制度関係
マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤。本制度に係る業務は、行政DX企画課が制度全般、行政DX推進課が庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。
(1)　連絡調整・普及促進

マイナンバー制度全般に関する連絡調整や、府内市町村のマイナンバーカード出張申請受付開催の支援を行った。

マイナンバー制度全般及びマイナポイントに関するチラシ・リーフレットを、各市町村や商業施設等への配布を行うなど、マイナンバーカード普及促進に向けた広報を実施した。

(2)　総点検
マイナンバーと各制度側で管理する制度固有の番号とマイナンバーの間に紐付け誤りがあったことが明らかになったことから、マイナポータルで閲覧可能な情報を有する全ての制度について、紐付けが正確に行われているか、国のマイナンバー情報総点検本部にて総点検を実施することとなったため、所要の対応を行った。

３　生成AIの業務利活用
(1) ルールの周知
生成AIの特性により生じるリスクや国からの事務連絡を踏まえ、所属における生成AIを利用するための手続を定め、周知した。また、生成AIの全庁トライアル実施と終了に際し、それぞれ新たなルールを定め周知した。
(2) 導入検討
庁内生成AIの利活用により職員の業務効率化がどの程度見込めるかなどを把握するため、全職員を対象に全庁トライアルを実施し、効果検証を行った。
